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○議長（小林哲雄） 

 再開いたします。 

午後３時１０分 

○議長（小林哲雄） 

平成２７年度開成町一般会計予算、細部説明を順次、担当課長に求めます。  

財務課長。 

○財務課長（田中栄之） 

それでは、平成２７年度開成町予算でございます。 

１ページ目をご覧ください。 

議案第２４号 平成２７年度開成町一般会計予算。 

平成２７年度開成町の一般会計予算は、次に定めるところによる。 

歳入歳出予算。 

第１条、歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５０億３，６９９万１，０００円

と定める。２、歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。 

債務負担行為。 

第２条、地方自治法第２１４条の規定により債務を負担することができる事項、期間

及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

地方債。 

第３条、地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債

の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還方法は、「第３表 地方債」による。 

一時借入金。 

第４条、地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借り入れの最高

額は５億円と定める。 

歳出予算の流用。 

第５条、地方自治法第２２０条第２項ただし書きの規定により歳出予算の各項の経費

の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。（１）各項に計上した給

料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く）に係る予算額に過不足を生じた場

合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

平成２７年３月３日提出、開成町長、府川裕一。 

次のページをお願いいたします。 

第１表、歳入歳出予算、歳入です。１款町税から、４ページ、２０款町債まで。５ペ

ージ、歳出に移りまして、１款議会から、６ページ、１３款予備費まで。歳入歳出とも

に、総額５０億３，６９９万１，０００円の予算額となってございます。 

７ページをお願いいたします。 

こちらは、第２表、債務負担行為です。 

事項です。開成町土地開発公社に係る債務保証、期間、平成２７年度、限度額５億円、

こちらは例年どおりの設定でございます。 
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続いて、町村共同システム用端末等第４次増設賃借料、期間、平成２８年度から平成

３２年度まで、限度額２３４万９，０００円。同システム用の機器の追加リースに伴う

ものでございます。 

開成町東口公共施設等賃借料、期間、平成２８年度から平成４７年度まで、限度額１

億６，７７７万８，０００円。平成２８年４月に開設をいたします子育て支援センター

及び駅前連絡所の借り上げに係る２０年、２３９カ月分の賃借料について、翌年度分以

降について限度額設定をしているものでございます。 

続いて、パレットガーデン自治会地域集会施設賃借料、期間、平成２８年度から平成

４７年度まで、限度額１億６，７０７万６，０００円。こちらは、平成２８年２月から

供用開始をいたしますパレットガーデン自治会地域集会施設の借り上げに係る２０年、

２３８カ月分の賃借料について、翌年度以降の分について限度額設定をするものでござ

います。 

続いて、グループウェア兼ウィルスサーバ賃借料、期間、平成２８年度から平成３２

年度まで、限度額３０３万８，０００円。内部情報系グループウェア及びウィルスサー

バのリースに伴い限度額設定をするものでございます。 

続いて、公共施設等総合管理計画策定業務委託料、期間、平成２８年度、限度額３０

０万円。公共施設等総合管理計画を平成２７年、２８年の２カ年で策定することに伴い

限度額設定するものでございます。 

開成水辺スポーツ公園指定管理料、期間、平成２８年度から平成３１年度まで、限度

額６，４００万円。新たな指定管理者の決定に伴う指定管理料限度額設定でございます。 

グリーンリサイクルセンター指定管理料、期間、平成２８年度から平成３１年度まで、

限度額２，８００万円。こちらも、新たな指定管理者の決定に伴う指定管理料限度額設

定でございます。 

園・学校校務用パソコン賃借料、期間、平成２８年度から平成３２年度まで、限度額

３，７２８万６，０００円。幼稚園、小・中学校の校務用パソコンの一括調達に伴う５

年間分のリース料の限度額設定でございます。 

開成南小学校児童用パソコン賃借料、期間、平成２８年度から平成３２年度まで、限

度額１，４９９万９，０００円。児童用パソコンの一部更新に伴う５年間分のリース料

の限度額を設定するものでございます。 

８ページに移ります。 

第３表、地方債です。 

起債の目的、臨時財政対策債、限度額３億円、同じく町道改良事業債、２，１３０万

円、小学校運動場改修事業債、２，６６０万円、グリーンリサイクルセンター整備事業

債、５，２７０万円、計として４億６０万円、利率、償還の方法については記載のとお

りでございます。 

続いて、一般会計予算に関する説明を順次させていただきます。別冊の歳入歳出事業

別説明書と予算書を併用いたしまして説明をさせていただきます。なお、説明に当たり

ましては、些末なところは適宜省略をしながらご説明をさせていただきたいと思います
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ので、ご了承いただきたいと思います。 

それでは、歳入になります。予算書は１２、１３ページ、説明書は２、３ページをお

開きください。 

○税務窓口課長（鳥海仁史） 

それでは、歳入、町税からご説明いたします。 

個人町民税の均等割でございます。内容といたしましては、その年の１月１日現在で

住民登録または居住している者の前年中の給与などの所得に応じて課税される個人の町

民税の均等割分でございます。平成２６年度から３５年度までは復興増税分として年税

額に５００円が上乗せされ、単価といたしまして３，５００円、課税対象者数が８，１

２６人に徴収率９８．９％を乗じて算出してございます。 

次に、所得割でございます。所得割につきましても、同じく１月１日現在で住民登録

または居住している者の前年中の所得に対して課税される町民税でございます。こちら

に対しましては、景気の状況を踏まえて税額を算出し、徴収率９８．９％を乗じて計算

をしてございます。 

次に分離譲渡でございますが、前年に土地、建物、株式などの資産の譲渡により生じ

る所得に対して課税される個人町民税でございます。税率は、長期譲渡の場合３％、短

期譲渡５．４％、上場株式等が１．８％となってございます。 

次に、法人町民税でございます。均等割につきましては、町内に事業所や事務所があ

る３０３法人の従業員数、資本金等により課税する均等割額でございまして、ご覧のよ

うな９区分で構成をされてございます。 

次に法人税割でございますが、町内に事業所や事務所がある法人の法人税額に基づき

課税される法人町民税でございます。法人税法の改正により、平成２６年１０月１日以

降に開始する事業年度より新税率が適用されることとなってございます。法人税率の税

率は、資本金等の金額が１０億円以上の法人及び相互会社につきましては１２．１％、

５億円以上１０億円未満の法人につきましては１０．９％、５億円未満の法人及び資本

金、出資金を有しない法人、これにつきまして９．７％となってございます。前年度当

初予算は５，０００万円の計上でございました。税率改正の影響もありますが、近年の

状況等を踏まえ、対前年比１，９００万円の増を見込んでございます。 

次に、固定資産税でございます。土地につきましては、１月１日現在の現況の地目に

よる課税をいたしてございます。税率としては１．４％でございます。この中では、小

規模住宅用地について、６分の１の課税の特例が適用されてございます。その他の住宅

用地につきましては、３分の１の特例の適用でございます。南部地区区画整理地内の使

用収益開始に伴う課税による増や、ここ数年続いていた地価下落が落ちついてきたこと

により、対前年比７，２９１万５，０００円の増を見込んでいるところでございます。 

次に、家屋でございます。こちらにつきましても１月１日現在に存在する家屋に課税

されるもので、税率は１．４％、土地と同じでございます。新築後、専用住宅について

は３年間もしくは５年間について、２分の１の軽減措置が適用されるところでございま

す。平成２７年度は３年に一度の評価がえの年度でありまして、家屋評価額の見直しが
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行われ、また軽減終了や滅失、取り壊しなども考慮し、対前年比１，３０４万５，００

０円の減額を見込んでいるところでございます。 

償却資産につきましては、町内の工場、事業所等が１月１日現在に所有する有形固定

資産の課税標準額に対して、１．４％の税率を乗じて課税するものとなってございます。

こちらにつきましては自然償却の部分が大きいというところで、対前年比７６８万７，

０００円の減額を見込んでございます。 

次に配分でございますが、配分につきましては大臣配分、県知事配分ということで、

内容としては償却資産と同じとなってございます。これは、都道府県をまたいで存在す

る償却資産については大臣配分、県内の市町村をまたいで存在する償却資産については

県知事配分として価格が配分されてくるもので、ご覧のような会社が適用となってござ

います。 

それでは、１ページおめくりください。 

国有資産等所在市町村交付金及び納付金でございます。本町におきましては全て交付

金の対象ということで、神奈川県の企業庁が所有します償却資産と関東財務局のほうで

所有しております土地について対象となってございます。金額は、ご覧のとおりとなっ

てございます。 

次に、軽自動車税でございます。原動機付自転車、こちらにつきましては、町税条例

第２８条に規定する当該年度の４月１日現在で登録されている原動機付自転車に係る軽

自動車税となってございます。税率及び金額につきましては、ご覧のような内容となっ

てございます。 

次に軽自動車、こちらにつきましては、同じく税条例の第２８条に規定するもので、

４月１日現在で所有されている軽自動車に係る軽自動車税でございます。二輪から四輪

までものが対象となってございまして、ご覧のような形での税率及び見込み税額となっ

てございます。 

次に小型特殊自動車、こちらにつきましても、前二つのものと同様に、税条例２８条

に規定し４月１日現在で登録されている小型特殊自動車に対して課税されるものでござ

います。農耕作業用車とその他の小型特殊自動車、こちらにつきましてはフォークリフ

ト等が含まれるわけでございますが、ご覧のような台数が登録されておりまして、金額

についても、このような形になってございます。 

次に小型二輪車、こちらにつきましても４月１日現在に登録されている小型二輪車に

係る軽自動車税ということで、こちらにつきましては排気量が２５０ｃｃを超えるもの

ということで登録されているものに限るということでございます。税率及び台数、見込

み税額は、ご覧のとおりでございます。 

次にたばこ税、こちらにつきましては、町内で消費されるたばこに課税されるたばこ

税でございます。税額及び税率につきましては、こちら記載のとおりとなってございま

す。 

○財務課長（田中栄之） 

続きまして、地方譲与税、１、地方揮発油譲与税１，１００万円でございます。こち
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らは、国税として徴収されます地方揮発油税の金額の１００分の４２を市町村の道路延

長及び面積に応じて交付されるものでございます。 

その下になります、自動車重量譲与税２，１００万円。こちらは、国税として徴収さ

れます自動車重量税の３分の１を市町村の道路延長、面積に応じて交付をされておりま

したけれども、平成２２年度から暫定税率２分の１を軽減する措置がとられたために、

地方に負担がかからないよう自動車重量税の１，０００分の４０７が交付されることに

なったものでございます。 

○税務窓口課長（鳥海仁史） 

次に、利子割交付金でございます。預金利子に課税される県民税の一部が県民税の割

合に応じて町に交付される交付金でございます。１５％が国税、所得税、５％が県民税、

県収納額から１％を控除した残りの５分の３を県民税の額に按分され県から町へ交付さ

れるものでございます。近年の決算の状況等から推計いたしまして、前年比５０万円の

減としているところでございます。 

次に、配当割交付金でございます。上場株式などの配当に係る税金の一部を財源とし

て、県が一定の基準により町へ交付する交付金でございます。県収納額の１００分の９

９に５分の３を乗じた額を県民税の額により按分して町へ交付されるもので、こちらに

つきましても、近年の決算の状況から推計し前年同額としているところでございます。 

１ページおめくりください。 

次に、株式等譲渡所得割交付金でございます。株式などの譲渡により生じた所得に係

る税金の一部を財源といたしまして、県が一定の基準により町へ配分する交付金でござ

います。県収納額の１００分の９９に５分の３を乗じた額を県民税の額に按分して町へ

交付されるもので、こちらにつきましても、近年の決算状況等を考慮した上で前年同額

としてございます。 

○財務課長（田中栄之） 

続きまして、地方消費税交付金２億５，０００万円。こちらは、県収納額の２分の１

を国勢調査人口、事業所・企業統計調査従業員人口に応じて市町村に４期に分けて交付

されるものでございます。こちらは、平成２６年４月からの消費税率の引き上げに伴い

まして、こちらの税率を１．７％に改定をされているものでございます。 

続いて、自動車取得税交付金１，０００万円。こちらは、県収納額の６６．５％が市

町村の道路延長、面積に応じて交付をされております。平成２６年４月から、税率が現

行の５％から一般自動車は３％、軽自動車は２％に改定されたことから、前年度予算額

に対し２００万円の減としているところでございます。 

続いて、地方特例交付金、減収補填、住宅ローン減税分の特例交付金です、１，５０

０万円。こちらは、所得税から住民税への税源移譲により、所得税から控除し切れない

住宅ローン控除分を住民税から控除することになっておりまして、町民税算定のうち、

これに相当分を見込んでいるものでございます。 

続きまして、地方交付税、１、特別交付税、こちらが２，０００万円。地方交付税の

うち６％分が、普通交付税で算定し切れない特別な財政需要や過大な財政収入積算など
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に対応して交付されるものでございます。 

２番目としまして普通交付税２億１，０００万円。こちらは、税収増が見込めないた

め、引き続き普通交付税が交付される見込みとなってございます。地方消費税交付金が

増収となることから、その見合いといたしまして前年度比６，０００万円の減とさせて

いただいております。 

以上です。 

○危機管理担当課長（遠藤孝一） 

次に、交通安全対策特別交付金、交通反則通告制度に基づき納付される反則金収入を

原資とし、道路交通安全施設整備の経費に充てるための財源として交付されるものでご

ざいます。前年度より６５万円の減でございます。 

○福祉課長（遠藤伸一） 

続きまして、児童福祉費負担金でございます。１番、２番が放課後児童クラブに関す

るものでございます。２７年度現年度分としては、月平均１４７名分を利用者として見

込んでございます。 

３番、４番については、保育園の保護者負担金でございます。なお、３番については、

子ども・子育て支援法に基づくということで、細節の名前が子ども・子育て支援給付費

保護者負担金というふうに名前が変わってございます。年間の延べ児童数は、３，９５

８人を見込んでございます。 

○環境防災課長（秋谷 勉） 

続きまして、生ごみ処理機設置費負担金でございます。１１万円でございます。平成

２４年度より行っております生ごみ処理機設置推進事業、こちらはキエーロの設置でご

ざいますが、こちらの一部負担金を計上しております。今年度は普及促進のため一部負

担金をさらに低減しまして、合計３０台の補助を予定しております。 

○教育総務課長（橋本健一郎） 

続きまして、のびのび子育てルーム事業利用保護者負担金でございます。１９８万円

でございます。こちらにつきましては、のびのび子育てルームの利用者負担ということ

で、９０名、月２，０００円の１１カ月で見込んでございます。 

○財務課長（田中栄之） 

続きまして、三つ飛ばしまして、総務使用料、総務管理使用料、４、自動販売機設置

料３５万８，０００円。開成町行政財産の目的外使用に係る使用料条例に基づく自動販

売機設置に伴う使用料でございます。設置場所としましては、役場庁舎と町民センター

に設置しております８台分を見込むものでございます。 

○産業振興課長（井上 新） 

四つほど飛びまして、瀬戸屋敷使用料２７万３，０００円でございます。こちらは、

瀬戸屋敷の主屋、土蔵ほかの施設使用料でございます。 

２、瀬戸屋敷駐車場使用料３０万３，０００円。こちらは、あじさい祭期間中の瀬戸

屋敷駐車場の使用料となってございます。 

○財務課長（田中栄之） 
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続きまして、土木使用料、住宅使用料、１、町営住宅使用料現年度分９６９万８，０

００円。こちらは町営住宅使用料でございまして、計４４世帯分の徴収見込み額でござ

います。 

同じく、その下、滞納繰越分としまして２６万１，０００円となってございます。  

○街づくり推進課長（池谷勝則） 

続きまして、土木管理使用料になります。１、道路及び水路占用料になります。３０

５万９，０００円です。開成町道路占用料徴収条例、開成町水路及び認定外道路に関す

る条例の施行に伴い、道路及び水路等の占用料を徴収するものです。道路占用につきま

しては４５件、水路等の占用については１８３件を予定しております。なお、平成２７

年度からは南部地区土地区画整理事業区域内の埋設物等の占用料を追加してございます。

前年度比１１９万円の増になっております。 

○教育総務課長（橋本健一郎） 

１ページおめくりください。 

おめくりいただきまして四つ飛びますけれども、幼稚園使用料となってございます。

幼稚園保育料現年度分でございます、１，２２１万円。こちらにつきましては幼稚園の

保育料、月額５，５００円の１２カ月、１８５人分を見ているところでございます。 

一つ飛びまして、預かり保育料４９万円。こちらは、幼稚園で昨年から始まりました

預かり保育に関します保育料となってございます。５００円の７人の１４０日分で見込

んでございます。 

○自治活動応援課長（岩本浩二） 

続きまして、保健体育使用料、夜間照明使用料でございます。文命中学校及び開成南

小学校グラウンド等の夜間照明使用料となります。 

○税務窓口課長（鳥海仁史） 

三つ飛ばしまして、町税手数料でございます。諸証明手数料でございますが、こちら

については、町手数料条例の規定により発行する諸証明、税の証明等に関する手数料で

ございます。 

次に、督促手数料でございます。こちらにつきましては、各種税の納期内納付がなか

った方に対して発行する督促状の手数料でございまして、２，０００件を見込んでいる

ものでございます。 

次に、戸籍住民手数料でございます。この中の戸籍手数料ですが、こちらにつきまし

ては、戸籍、除籍、改製原謄・抄本等の発行手数料となってございまして、３，０３０

件を見込んでいるものでございます。前年比５万２，０００円の減で見込んでございま

す。 

次に、住民基本台帳手数料でございます。こちらにつきましては、住民票等発行手数

料７，７００件でございます。また、住基ネットＩＣカード手数料５０件を見込んでご

ざいます。こちらにつきましては、前年度比１１万５，０００円の減で見込んでござい

ます。 

次、印鑑証明手数料。こちらにつきましては、印鑑証明の証明書の発行手数料で５，
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３００件を見込んでおりまして、２７万円の減となってございます。 

○環境防災課長（秋谷 勉） 

衛生手数料、保健衛生手数料、し尿処理手数料の現年度分と滞納繰越分でございます。

現年度分１３４万６，０００円、滞納繰越分１万３，０００円でございます。し尿処理

の収集の手数料でございますが、対象家屋が減ってございます。前年度比３１万７，０

００円の減額で見込んでございます。 

続いて、粗大ごみ収集手数料でございます。２５７万２，０００円です。家庭から排

出される粗大ごみの収集・処理についての手数料で、微増でございますが２万７，００

０円の増と見込んでございます。 

４番が犬の登録等手数料でございます。狂犬病予防法に基づきます事務等に係る手数

料でございまして、内容については犬の新規登録申請手数料以下となってございます。

前年度比２万４，０００円の減額を見込んでございます。 

○教育総務課長（橋本健一郎） 

続きまして、七つほど飛びまして教育手数料となってございます。幼稚園手数料、幼

稚園入園料でございます。金額としては３１万５，０００円、入園料３，０００円分の

９５名と年度途中の入園者分１０名を見込んだ金額となってございます。 

○保険健康課長（田辺弘子） 

その下、国庫支出金、国庫負担金、民生費国庫負担金、１、国民健康保険保険基盤安

定制度国庫負担金。低所得者に係る保険税額分のうちの国負担見込み額ということで、

補助率２分の１になってございます。 

次に、２、介護保険低所得者保険料軽減国庫負担金ということで、平成２７年度から、

公費による介護保険料の軽減強化策として、法改正により公費を投入して低所得者のた

めの保険料を軽減する仕組みが新たに設けられて、補助率２分の１でございます。 

○福祉課長（遠藤伸一） 

続きまして、障害者介護給付費等負担金でございます。１、障害者自立支援給付費負

担金、障害者総合支援法に係る障がい福祉サービス（居宅介護等）に係る負担金でござ

います。負担率は２分の１でございます。 

２、障害者自立支援医療費負担金（更生医療）、更生医療に係る障害者医療費に対す

る補助金、補助率は２分の１、３名を推計してございます。 

３番、障害者自立支援医療費負担金（育成医療）でございます。育成医療に対する国

庫負担金、補助率２分の１でございます。 

続きまして、児童福祉費負担金、１、障害児通所給付費負担金でございます。児童福

祉法に基づく障害児通所支援（児童発達支援等）に係る負担金でございます。負担率２

分の１でございます。 

２、児童手当負担金。３歳児未満の被用者に係る扶助費の４５分の３７、それ以外に

係る扶助費の３分の２を国が負担してございます。 

３番、子ども・子育て支援給付費国庫負担金、これは新法の子ども・子育て支援新制

度、私立保育所入所委託料、子ども・子育て支援施設型給付、子ども・子育て支援地域



－２８０－ 

型保育給付の国庫負担金でございます。国の基準に対しての２分の１でございます。  

○保険健康課長（田辺弘子） 

続いて、衛生費国庫負担金、衛生費負担金、１、養育医療費負担金でございます。未

熟児養育医療費の公費負担に係る費用の２分の１を国が負担するものでございます。  

○福祉課長（遠藤伸一） 

続きまして、１ページお開きいただきまして、国庫補助金に移ります。細節１、地域

生活支援事業費補助金でございます。訪問入浴、相談、移動支援、日中一時支援等の事

業に対する統合補助金でございます。 

次に、１、臨時福祉給付金事務費補助金でございます。平成２６年４月からの消費税

引き上げに対し、低所得者に対する負担の影響を見て、低所得者に対する適切な配慮を

行うための国施策である臨時福祉給付金の事務費に対する国庫補助でございます。補助

率は１０分の１０でございます。 

２、臨時福祉給付金給付費補助金、昨年度に引き続きのものでございますけれども、

消費税の引き上げに際し低所得者対策ということでございます。金額については、歳出

のほうで説明します。給付費に対しても１０分の１０の補助金でございます。 

次に、子育て世帯臨時特例給付金事務費補助金、これにつきましても、子育て世帯に

対する消費税の引き上げ対策ということでございます。１０分の１０の事務費の補助金

でございます。 

２番目、子育て世帯臨時特例給付金給付費補助金ということで、これについても給付

金の歳出に対して１０分の１０の補助金でございます。 

次に、１、地域子ども・子育て支援事業費補助金でございます。ここら辺も、新法に

より若干補助金が再編されてございますけれども、地域子育て支援拠点事業、乳幼児家

庭全戸訪問事業、養育支援、訪問事業、ファミリーサポートセンター事業、一時預かり

事業、延長保育事業、放課後児童健全育成事業に対する国の補助金でございます。補助

率は３分の１でございます。 

○環境防災課長（秋谷 勉） 

続きまして、衛生費国庫補助金、保健衛生費補助金でございます。循環型社会形成推

進交付金１６万８，０００円、単独浄化槽から合併処理浄化槽への転換の設置補助金の

うちの国補助分でございます。窓口として１件分を見てございます。国３分の１、県３

分の１、町の負担が３分の１ということになってございます。 

○保険健康課長（田辺弘子） 

２、疾病予防対策事業費等補助金でございます。特定の年齢の方を対象にした大腸が

ん及び乳がん、子宮がん検診の無料クーポン発行に伴う費用に対する補助金で、補助率

２分の１です。 

○街づくり推進課長（池谷勝則） 

続きまして、土木費国庫補助金になります。都市計画費補助金、１、社会資本整備総

合交付金になります。地域の住宅政策の実施に伴う事業に対して受けることができる交

付金で、町では地域防犯力向上事業、勤労者支援事業、町道改良事業、建築物耐震改修
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促進事業が対象になっております。 

続きまして、道路橋りょう費補助金、同じく社会資本整備総合交付金になります。地

域の基盤の創造に資する道路を中心に、関連するほかのインフラ整備事業に対して受け

ることができる交付金で、町では、既存町道の舗装、補修及び橋りょう整備事業が対象

になっております。補助率は５５％です。 

○教育総務課長（橋本健一郎） 

続きまして、四つほど飛ばせていただきます、教育費国庫補助金でございます。幼稚

園費補助金、１、幼稚園就園奨励費補助金１７万５，０００円。こちらにつきましては、

公立、私立に通う保護者への負担軽減ということで補助をするものでございます。国の

補助率としては３分の１以内となってございます。 

続きまして、２、コミュニティ・スクール導入等促進事業補助金１０万７，０００円

でございます。２７年度に開成幼稚園にコミュニティ・スクールを導入いたしますので、

その制度の補助金ということで国からの３分の１の補助となってございます。  

○税務窓口課長（鳥海仁史） 

次に、委託金でございます。総務費委託金、戸籍住民台帳費委託金、中長期在留者住

居地届出等事務費委託金でございます。こちらにつきましては、外国人の中長期在留者

の住民登録届け出等に係る人件費等の経費でございまして、前年度比で５，０００円の

増となってございます。 

次に、民生費委託金でございます。社会福祉費委託金、国民年金事務費交付金でござ

います。こちらにつきましては、国民年金の資格の取得、移動等の事務に係る人件費、

物件費の経費及び国民年金事務に係る相談等の経費でございまして、４８万９，０００

円の増となってございます。 

○産業振興課長（井上 新） 

続きまして、農林水産業費委託金、農業費委託金、２の農地中間管理事業費委託金１

４万７，０００円でございます。こちらは、神奈川県農業公社の行っております農地中

間管理事業業務に対する業務委託費でございます。 

○保険健康課長（田辺弘子） 

続きまして、県支出金、県負担金、民生費県負担金、保健基盤安定負担金、１、国民

健康保険保険基盤安定制度県負担金でございます。低所得者に係る保険税額分のうち、

県負担見込み額となってございます。 

続いて、２、後期高齢者医療保険安定制度県負担金となります。低所得者に係る保険

料減額分と、元被用者保険の被扶養者だった者に係る保険料軽減による減額分のうち県

負担見込み額で、補助率４分の３になっております。 

３、介護保険低所得者保険料軽減県負担金になります。平成２７年度から、公費によ

る介護保険料の軽減強化策ということで、県の補助金４分の１でございます。 

○福祉課長（遠藤伸一） 

１ページおめくりください。 

続きまして、１、障害者自立支援給付費等県負担金でございます。障害者総合福祉法



－２８２－ 

に基づく障がい福祉サービスに係る負担金でございます。負担率は４分の１でございま

す。 

２、障害者自立支援医療費負担金（更生医療）、更生医療に係る障害者医療費に対す

る補助、県補助率４分の１でございます。 

３、障害者自立支援医療費負担金（育成医療）、障害除去のための育成医療費に対す

る４分の１の補助金でございます。 

１、障害児通所給付費負担金、児童福祉法に基づく障害児通所支援等に係る負担金、

県補助率４分の１でございます。 

２、児童手当県負担金でございます。３歳未満の被用者に係る扶助費の４５分の４、

それ以外に係る扶助費の６分の１を県が負担しております。 

３、子ども・子育て支援給付費県負担金、子ども・子育て支援新制度に係る私立保育

所入所委託料、子ども・子育て支援施設型給付、子ども・子育て支援地域型保育給付の

県負担金で、基準額の４分の１でございます。 

○企画政策課長（亀井知之） 

二つ飛ばしまして、市町村移譲事務交付金２１８万１，０００円。これは、地方自治

法の事務処理の特例制度により、県から移譲された事務の執行経費に係る県からの交付

金となっております。 

○保険健康課長（田辺弘子） 

一つ飛びまして、衛生費県負担金、１、養育医療費負担金になります。１６万３，０

００円ということで、未熟児養育医療費の公費負担に係る費用の４分の１を県が負担す

るものでございます。 

○福祉課長（遠藤伸一） 

続きまして、県補助金に移ります。一つ飛ばしまして、２、民生（児童）委員活動費

補助金でございます。３１名の委員の活動費補助金、推薦会補助金、補助率１０分の１

０でございます。 

３、老人クラブ活動費補助金、県の基準単価にクラブ数を掛け算出された額、補助率

３分の２でございます。 

一つ飛ばしまして、５、重度障害者医療費補助金でございます。重度障害者が医療機

関で診療を受けた通院、入院に係る保険適用分の医療費を助成する制度でございます。

県補助対象額の医療費及び審査手数料の２分の１の補助でございます。 

一つ飛ばしまして、１、地域生活支援事業費補助金でございます。訪問入浴サービス、

相談、移動支援、日中一時支援等の事業に対する国統合補助金の２分の１を県補助金と

して補助をいただいてございます。 

次、１、保育対策等促進事業費補助金でございます。町内の認可保育園における分園

推進事業費に係る県補助金、３分の２の補助率でございます。 

２、ひとり親家庭等医療費助成事業費補助金でございます。ひとり親家庭等の方が病

気で受診し、窓口で支払う保険診療の自己負担分を助成しております。医療費と国保連

合会審査手数料に係る補助金で、補助率は２分の１でございます。 
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３、小児医療費助成事業費補助金でございます。小児が小学校就学前にあっては入院、

通院、小・中にあっては入院に係る保険適用分の医療費助成でございます。県費におい

ては小学校就学前までですので、これに対する医療費と手数料の２分の１の補助金でご

ざいます。 

４、地域子ども・子育て支援事業費補助金でございます。地域子育て拠点施設事業、

乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業、ファミリーサポートセンター事業、一時預

かり事業、延長保育事業、放課後児童健全育成事業に対する県の補助金、補助率は３分

の１でございます。 

○環境防災課長（秋谷 勉） 

一つ飛ばしまして、衛生費県補助金になります。保健衛生費補助金、合併処理浄化槽

設置整備費補助金でございます。１６万８，０００円です。これは、先ほど国庫補助の

循環型社会形成推進交付金のところでご説明いたしました補助金の県分でございます。 

○保険健康課長（田辺弘子） 

２、市町村健康事業費補助金でございます。健康増進法に基づく健康増進事業として、

健康教育や健康相談等の実施に対する県補助金になってございます。 

３、風疹予防接種事業費補助金、こちらは成人の風疹予防接種費用の補助に係る県補

助金ということで、補助率３分の１でございます。 

○産業振興課長（井上 新） 

続きまして、農林水産業費県補助金でございます。１、農業委員会費交付金８０万８，

０００円、これは農業委員会所管事務に対する交付金で、農業委員会の数、農家数、農

地面積に応じ交付されるものでございます。 

○財務課長（田中栄之） 

一つ飛ばしまして、３、地籍調査事業費補助金７７万１，０００円。地籍調査事業補

助基準額１０２万８，０００円に対する国４分の２、県４分の１の補助でございます。 

○産業振興課長（井上 新） 

４、経営所得安定対策制度推進事業費補助金でございます。１０６万円、これは経営

所得安定対策、旧称、戸別所得補償の事務に対する事務費でございます。 

５、人・農地問題解決加速化支援事業交付金３６万円、こちらは人・農地プラン事務

に対する事務費でございます。 

１枚おめくりいただきまして、商工費県補助金でございます。１、神奈川県消費者行

政活性化事業費補助金１００万円、こちらは地方消費者行政活性化に伴う県消費者行政

活性化基金からの補助でございます。充当率１００％でございます。 

○教育総務課長（橋本健一郎） 

続きまして、教育費県補助金、１、放課後子どもプラン推進事業費補助金７０万６，

０００円でございます。こちらにつきましては、開成小学校、開成南小学校で行ってお

ります放課後と空き教室を利用して子どもたちの活動をしているものにつきまして、県

の補助金ということで補助率３分の２でございます。 

続きまして、コミュニティ・スクール導入等促進事業補助金１０万７，０００円、こ
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ちらは先ほどと同じになりますけれども、幼稚園に導入しますコミュニティ・スクール

の制度の補助金ということで、県からの３分の１の補助率となってございます。  

○危機管理担当課長（遠藤孝一） 

次に、市町村消防防災力強化支援事業費補助金。災害時の被害軽減のための予防対策

等に係る事業を行う市町村に交付され、平成２３年度に新設された補助率２分の１のも

のでございます。木造住宅耐震化促進事業の耐震診断、住宅耐震改修が該当いたします。 

○企画政策課長（亀井知之） 

次に、水源環境保全・再生市町村交付金３１０万円でございます。これは、県の神奈

川水源環境保全・再生実行５カ年計画に位置づけられた市町村事業に対する県からの交

付金でございます。地下水モニタリング事業費等に充当しております。 

○財務課長（田中栄之） 

続きまして、市町村自治基盤強化総合補助金５１０万円です。こちらは平成２４年か

ら創設された県補助金でございまして、観光関連施設等整備事業であるあじさいネット

ワーク事業、市町村幹線道路整備事業である開成駅東口ロータリー改修事業を対象事業

と予定しております。 

○危機管理担当課長（遠藤孝一） 

市町村減災推進事業費補助金でございます。市町村が緊急的に取り組む地震防災対策

事業に対して交付される補助金で、平成２７年度に新設され補助率３分の１でございま

す。予定されている事業は記載のとおりです。 

○財務課長（田中栄之） 

続きまして、神奈川県市町村事業推進交付金４５３万５，０００円。平成２６年度よ

り、神奈川県による補助金の一括交付金化により創設された交付金でございます。内訳

としましては、障害児地域訓練事業等の事業費に伴う交付予定額を計上してございます。 

○危機管理担当課長（遠藤孝一） 

再生可能エネルギー等導入推進基金補助金でございます。町の広域避難所である文命

中学校及び開成小学校に再生エネルギー、太陽光発電による発電設備及び蓄電池を整備

する事業に対して交付される補助金で、補助率は１０分の１０でございます。  

○税務窓口課長（鳥海仁史） 

次に、一つ飛ばしまして、委託金の徴税費委託金でございます。１、県税徴収委託金、

こちらにつきましては、地方税法第４７条の規定に基づき、個人の県民税の賦課徴収に

関する事務に要する費用を補填するため、県から町へ交付されるものでございます。３，

０００円掛ける納税通知書発送件数８，１２６件を見込み、４１万４，０００円の増を

見込んでございます。 

次に、人口動態調査事務委託金でございます。こちらにつきましては、県からの交付

決定に基づく人口動態調査（出生、死亡、婚姻、離婚）事務に係る県委託金でございま

して、前年度比２，０００円の増となってございます。 

○企画政策課長（亀井知之） 

続きまして、統計調査費委託金でございます。１、市町村統計調査事務諸費交付金は、
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担当者会議の旅費等の統計調査全体に係る交付金です。 

次の２、学校基本統計委託金から８、国勢調査委託金は、平成２７年度に町内で実施

されるそれぞれの統計調査に係る委託金でございます。 

○総務課長（小宮好徳） 

続きまして、選挙費委託金でございます。本年４月１２日執行予定の県議会議員・県

知事選挙に係る経費でございます。 

○教育総務課長（橋本健一郎） 

続きまして、１ページおめくりください。 

大分飛びまして、繰入金に参ります。繰入金、基金繰入金でございます。二つ目の学

校校舎等整備基金とりくずし、３，０００万円でございます。こちらにつきましては、

開成小学校の運動場改修工事に活用するために学校校舎等整備基金を取り崩すものでご

ざいます。 

○財務課長（田中栄之） 

続きまして、財政調整基金繰入金、細説では財政調整基金とりくずし１億円です。扶

助費等の町財源負担が増加する中、計画的な投資的事業を継続するために財政調整基金

を取り崩すものでございます。 

○産業振興課長（井上 新） 

商工振興基金とりくずし２４８万円、こちらは、イベントテントを購入し商工振興事

業に活用するため、商工振興基金を取り崩すものでございます。 

○財務課長（田中栄之） 

続きまして、繰越金、前年度繰越金１億８，０００万円、前年度からの繰越金でござ

います。想定決算見込みによりまして、前年度比２，０００万円の減を見込んでござい

ます。 

○税務窓口課長（鳥海仁史） 

続きまして、諸収入でございます。延滞金、加算金及び過料でございます。この中の

延滞金でございます。諸税滞納延滞金でございまして、町税等の納期限後、納付されな

い期間に応じて徴収する延滞金でございます。過去の実績等を考慮し、前年同額を見込

んでございます。 

○産業振興課長（井上 新） 

二つ飛びまして、中小企業小口資金融資預託金収入１，０００万円、こちらは中小企

業小口資金の融資の返還分でございます。 

○教育総務課長（橋本健一郎） 

続きまして、育英奨学貸付金元利収入３３万１，０００円でございます。こちらは、

貸し付けております育英奨学金の元利収入として貸付者から返還されるものでございま

す。 

○自治活動応援課長（岩本浩二） 

続きまして、総務費雑入、町民カレンダー広告掲載料でございます。町民カレンダー

の広告掲載料になりますが、今年度より１件当たり１万５，４００円等に変更させてい



－２８６－ 

ただいております。 

○総務課長（小宮好徳） 

三つ飛ばしていただきまして、５番の市町村アカデミー受講費助成金でございます。

こちらは、職員を市町村アカデミーに派遣した場合の神奈川県市町村振興協会の助成で

ございます。助成額は５分の４相当額でございます。 

三つ飛ばしていただきまして、９番の小田原市斎場事務広域化協議会給与精算金でご

ざいます。こちらは派遣職員給与精算金ということで、派遣期間、職員を派遣いたしま

す平成２７年と２８年度、２年間の予定でございます。 

○財務課長（田中栄之） 

続きまして、１０、軽飲料等販売手数料８０万２，０００円。庁舎及び町民センター

に設置されております自動販売機の軽飲料販売手数料でございます。 

１ページおめくりください。 

１１、庁舎管理費負担金（水道事業会計庁舎管理費等負担金）７５万円。庁舎管理費

のうち、公営企業会計の負担分を計上してございます。 

１２、林野一部事務組合収益配分金１３５万３，０００円、松田町外二ヶ町組合から

の収益配分金になってございます。 

以上です。 

○企画政策課長（亀井知之） 

一つ飛びまして、１４、公益財団法人神奈川県市町村振興協会市町村交付金でござい

ます。自治宝くじの収益金が県内市町村に配分されるものでございます。 

○自治活動応援課長（岩本浩二） 

三つ飛ばしていただきまして、自治総合センターコミュニティ事業助成金でございま

す。自治総合センターコミュニティ事業の助成金となります。地域コミュニティ助成事

業費に２５０万円、消防団等活動推進事業費に１００万円を充当いたします。  

○税務窓口課長（鳥海仁史） 

次に、１９、滞納処分費収入、こちらにつきましてはインターネット公売を想定して

ございます。公売価格の３％プラス消費税を滞納処分費として歳入するものでございま

して、公売価格は１０万円を想定し、滞納処分費３，０００円を見込んでいるものでご

ざいます。 

○総務課長（小宮好徳） 

続きまして、足柄西部清掃組合給与精算金でございます。こちらも、職員を派遣職員

としましての給与精算金でございます。 

○企画政策課長（亀井知之） 

続いて、小水力発電設備売電料１０万円でございます。現在、工事をしております小

水力発電設備の余剰電力を東京電力へ売電するものでございます。 

○環境防災課長（秋谷 勉） 

四つ飛ばしまして、衛生費雑入、ペットボトル等資源物売却代でございます。１６８

万５，０００円でございます。資源ごみとして出されたペットボトル、紙類を資源とし
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て売却する際の売却益でございます。紙類の単価が下がってございますので、前年度比

１７万９，０００円の減額を見込んでございます。 

○保険健康課長（田辺弘子） 

２、後期高齢者健康診査事業補助金でございます。神奈川県後期高齢者医療広域連合

健康診査事業補助金交付実施要項に基づく後期高齢者の健康診査費用、事務費等を含ん

だ補助金でございます。 

一つ飛ばしまして、４、後期高齢者医療長寿・健康事業補助金になります。後期高齢

者に対する人間ドック助成に対する神奈川県後期高齢者医療広域連合からの補助金にな

ります。 

○街づくり推進課長（池谷勝則） 

続きまして、節が土木費雑入になります。３番の送電線下補償料になります。平成２

６年１２月に南部地区土地区画整理組合から移管を受けたみなみ中央公園に架線されて

いる送電線の補償料になっております。 

○危機管理担当課長（遠藤孝一） 

消防費雑入、消防団員退職報償金でございます。５年以上勤務して退職した消防団員

に、勤務年数及び階級に応じた額が消防団員等公務災害補償等基金から交付されるもの

で、前年度比３５万５，０００円増を見込むものでございます。 

次のページをおめくりください。 

○自治活動応援課長（岩本浩二） 

三つほど飛ばしていただきまして、７、スポーツ振興くじ助成金になります。こちら

は、日本スポーツ振興センターの総合型地域スポーツクラブ活動助成金となります。ス

ポーツ振興くじ、いわゆるｔｏｔｏの収入を財源といたしまして、開成町総合型スポー

ツクラブの運営に対する助成財源に充てます。対象経費の１０分の９が補助となります。 

○教育総務課長（橋本健一郎） 

続きまして、８、物件移設補償金４０３万７，０００円でございます。こちらは、借

地しております開成幼稚園のどんぐり広場の土地収用に係ります物件移設費の補償費と

いうことで、県からの収入を見込んでございます。 

○財務課長（田中栄之） 

款町債、項町債でございます。臨時財政対策債３億円、こちらは一般財源の不足分に

充当をするものでございます。 

土木債、道路橋りょう債、町道改良事業債２，１３０万円、町道１２２号線及び町道

２２７号線舗装・補修工事、源治橋かけかえ工事に充当するものでございます。  

教育債、小学校債、小学校運動場改修事業債２，６６０万円、開成小学校運動場改修

工事に充当いたします。 

衛生債、一般廃棄物処理事業債、グリーンリサイクルセンター整備事業債５，２７０

万円、開成町グリーンリサイクルセンター施設購入費に充当いたします。 

歳入は以上でございます。 


